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～宿泊施設不足と民泊活用―その実態・問題と対策、そして地域創生戦略へ～

空き家活用策としての民泊―その論点と課題

1.宿泊需給の現状
2.空き家の現状（マンション、アパート、戸建て）と活用可能性
3.用途転換による宿泊施設の供給（オフィスのコンバージョンなど）
4.旅館業と不動産賃貸業の関係
5.民泊をめぐる論点と課題

農山漁村における民泊問題と旅館業法等の規制緩和

1.農山漁村で民泊問題が起こった背景
2.旅館業法の簡易宿所と農村休暇法の体験民宿
3.小規模グリーンツーリズム政策による規制緩和
4.民泊概念の三類型（ブラック・グレー・ホワイト）
5.民泊ガイドライン策定21道府県の概況

1989年筑波大学大学院修士課程経営・政策科学研究科修了。
野村総合研究所、富士通総合研究所を経て、富士通総研経
済研究所上席主任研究員。2007～2010年慶應義塾大学グロ
ーバルセキュリティ研究所客員研究員。著書に、『空き家急
増の真実(放置・倒壊・限界マンションを防げ)』(日本経済新
聞出版社)、『制定！住生活基本法 変わるぞ住宅ビジネス＆
マーケット！』『図解よくわかる住宅市場』(日経工業新聞社)
、『空き家(マンション)対策の自治体政策体系化(地域科学研
究会)など。

経営＆ビジネスコンサルタント
（株）富士総合研究所、中央クーパース＆ライブランド コンサルティング（株）
及び アンダーセンコンサルティング（現、アクセンチュア）を経て、2004年、
（株）テリーズ社設立。大手企業から中堅・中小企業まで規模を問わず経営
コンサルティング、ビジネスコンサルティングを数多く手掛けており、経営
環境分析・情勢予測、社内プロジェクトマネジメント（PMO)など経営全般に
関わる支援サービスを展開している。

(財)ふるさと情報センター、(財)都市農山漁村交流活性化機構で
18年間「グリーンツーリズム」関係の業務に従事し、2011年に
成美大学経営情報学部准教授に着任、2015年より現職。
その他、共生社会システム学会理事、丹波市、福知山市、京都府
南丹広域振興局等の委員を歴任。民泊関係の講演も行っている。

観光立国に向けた社会的合意形成の必要性
　　　　　　　　　　　　―何を受け入れるのか？ 何を受け入れないのか？

　1. 観光立国に向けて何が必要か？
　2. 訪日観光客の現状と予測
　3. 訪日観光客の期待と受け入れ側のギャップ 
　4. なぜ、ギャップが生まれるのか？
　5. 社会的合意形成の必要性
　6. 観光立国に向けた今後の取組み
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民泊の活用とルールづくり
1.民泊の急増
2.ニーズとトラブル
3.国の制度づくり
4.「民泊特区」東京都大田区の現況
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空き家の実態
から方策を探る―

老朽危険家屋の
解体 ・撤去―

□  [執筆]
 空き家問題のフロントランナー


